様式第１-１号

岡山県資源循環推進事業（技術開発事業）承認申請書
平成　年　月　日
　岡山県知事　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
                                        住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　                         印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　
岡山県循環型社会形成推進条例第２９条第１項及び同条例施行規則第９条第１項第２号の規定により、岡山県資源循環推進事業（技術開発事業）の承認をうけたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　事業名

２　総事業費

　　　　　　　　　　円

３　補助金申請予定額

　　　　　　　　　　円

４　事業概要

　　別紙事業計画書のとおり

５　添付書類及び図面

　別紙添付書類等一覧のとおり

別紙　事業計画書
	１．事業者の概要

	　①設立年月日（法人に限る）　
  ②業務内容



	２．事業の概要

	（１）事業実施場所の概要

	

	（２）開発しようとする技術等の概要

	  ①開発しようとする技術の概要
　②当該技術開発を行うための方法の概要
  ③当該技術開発を行うにあたって必要な実証施設等を整備する場合はその施設概要及び工程等（既存施設を利用する場合はその施設の概要）



	３．開発しようとする技術の新規性、モデル性

	（１）技術等の新規性

	

	（２）他の技術等と比較した場合の優位性

	

	４．開発しようとする技術が対象とする廃棄物

	（１）種類

	

	（２）量（県内での発生量）

	

	（３）排出者及び排出者のニーズ

	

	５．再生品等

	（１）種類

	

	（２）量

	

	（３）利用先（利用先確保の見込み）

	


	６．技術開発の必要性及び期待される事業効果

	（１）技術開発の必要性

	

	（２）技術開発により期待される効果

	

	７．技術開発事業の確実性

	（１）技術開発実施スケジュール

	

	（２）技術開発のための資金調達の確実性

	  ①事業経費の内訳
　②資金の調達方法及びその見込み


	（３）技術開発を行うための技術力を有することの証明（基礎的研究成果等）

	

	（４）技術開発を行うための設備等の保有状況若しくは実証施設整備の確実性

	

	（５）技術開発を実施するための技術者の配置及び組織の確立

	


	８．担当窓口

	（１）担当部署及び担当者職氏名

	

	（２）連絡先（電話、ＦＡＸ及びE-mail）

	


別紙添付書類等一覧

１　技術開発を行う場所の所在地の位置図及び施設の図面
２　技術開発のために必要な実証施設等を整備する場合は、その施設の概要を示す図面及び工程等説明書
３　法人の場合は、定款又は寄付行為の写し及び登記簿謄本

個人事業者の場合は、住民票の写し
４　申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第１４条第５項第２号イからヘまでのいずれにも該当しない旨の申立書
５　業務経歴を記載した書類
様式第１-２号

岡山県資源循環推進事業（システム開発事業）承認申請書
平成　年　月　日
　岡山県知事　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
                                        住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　                         印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　
岡山県循環型社会形成推進条例第２９条第１項及び同条例施行規則第９条第１項第３号の規定により、岡山県資源循環推進事業（システム開発事業）の承認をうけたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　事業名

２　総事業費

　　　　　　　　　　円

３　補助金申請予定額

　　　　　　　　　　円

４　事業概要

　　別紙事業計画書のとおり

５　添付書類及び図面

　別紙添付書類等一覧のとおり

別紙　事業計画書
	１．事業者の概要

	　①設立年月日（法人に限る）　
  ②業務内容



	２．事業の概要

	（１）事業実施場所の概要

	

	（２）開発しようとするシステム等の概要

	  ①開発しようとするシステムの概要
　②当該システム開発を行うための方法の概要


	３．開発しようとするシステムの新規性、モデル性

	（１）システム等の新規性

	

	（２）他のシステム等と比較した場合の優位性

	

	４．システム開発が対象とする廃棄物（循環資源）

	（１）種類

	

	（２）量（県内での発生量）

	

	（３）排出者及び排出者のニーズ

	

	５．再生品等

	（１）種類

	

	（２）量

	

	（３）利用先（利用先確保の見込み）

	

	６．システム開発の必要性及び期待される事業効果

	（１）システム開発の必要性

	

	（２）システム開発により期待される効果

	


	７．システム開発事業の確実性

	（１）システム開発実施スケジュール

	

	（２）システム開発のための資金調達の確実性

	  ①事業経費の内訳
　②資金の調達方法及びその見込み


	（３）システム開発を行うための能力を有することの証明

	

	（４）システム開発を実施するための技術者等の配置及び組織の確立

	

	８．担当窓口

	（１）担当部署及び担当者職氏名

	

	（２）連絡先（電話、ＦＡＸ及びE-mail）

	


別紙添付書類等一覧

１　システム開発を行う場所の所在地の位置図及び施設の図面
２　実証施設等の整備を伴う場合は、その施設の概要及び工程等説明書

３　法人の場合は、定款又は寄付行為の写し及び登記簿謄本

個人事業者の場合は、住民票の写し
４　申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第１４条第５項第２号イからヘまでのいずれにも該当しない旨の申立書
５　業務経歴を記載した書類
様式第１-３号

岡山県資源循環推進事業（用途開発事業）承認申請書
平成　年　月　日
　岡山県知事　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
                                        住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　                         印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　
岡山県循環型社会形成推進条例第２９条第１項及び同条例施行規則第９条第１項第４号の規定により、岡山県資源循環推進事業（用途開発事業）の承認をうけたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　事業名

２　総事業費

　　　　　　　　　　円

３　補助金申請予定額

　　　　　　　　　　円

４　事業概要

　　別紙事業計画書のとおり

５　添付書類及び図面

　別紙添付書類等一覧のとおり

別紙　事業計画書
	１．事業者の概要

	　①設立年月日（法人に限る）　
  ②業務内容



	２．事業の概要

	（１）事業実施場所の概要

	

	（２）開発しようとする再生品又は用途等の概要

	  ①開発しようとする用途等の概要
　②用途等の開発を行うための方法の概要
  ③当該用途等開発を行うにあたって必要な実証施設等を整備する場合はその施設概要及び工程等（既存施設を利用する場合はその施設の概要）



	３．開発しようとする再生品又は用途の新規性、モデル性

	（１）再生品又は用途等の新規性

	

	（２）再生品又は用途がこれまでのものと比較した場合の優位性

	

	４．開発しようとする再生品又は用途が対象とする廃棄物

	（１）種類

	

	（２）量（県内での発生量）

	

	（３）排出者及び排出者のニーズ

	

	５．再生品等

	（１）種類

	

	（２）量

	

	（３）利用先（利用先確保の見込み）

	


	６．再生品又は用途開発の必要性及び期待される事業効果

	（１）再生品又は用途開発の必要性

	

	（２）再生品又は用途開発により期待される効果

	

	７．再生品又は用途開発事業の確実性

	（１）再生品又は用途開発実施スケジュール

	

	（２）再生品又は用途開発のための資金調達の確実性

	  ①事業経費の内訳
　②資金の調達方法及びその見込み


	（３）再生品又は用途開発を行うための技術力を有することの証明

	

	（４）再生品又は用途開発を実施するための技術者等の配置及び組織の確立

	


	８．担当窓口

	（１）担当部署及び担当者職氏名

	

	（２）連絡先（電話、ＦＡＸ及びE-mail）

	


別紙添付書類等一覧

１　用途開発等を行う場所の所在地の位置図及び施設の図面
２　用途開発等のために必要な実証施設等を整備する場合は、その施設の概要を示す図面及び工程等説明書
３　法人の場合は、定款又は寄付行為の写し及び登記簿謄本

個人事業者の場合は、住民票の写し
４　申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第１４条第５項第２号イからヘまでのいずれにも該当しない旨の申立書
５　業務経歴を記載した書類
様式第１-４号

岡山県資源循環推進事業（相互活用事業）承認申請書
平成　年　月　日
　岡山県知事　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
                                        住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　                         印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　
岡山県循環型社会形成推進条例第２９条第１項及び同条例施行規則第９条第１項第５号の規定により、岡山県資源循環推進事業（相互活用事業）の承認をうけたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　事業名

２　総事業費

　　　　　　　　　　円

３　補助金申請予定額

　　　　　　　　　　円

４　事業概要

　　別紙事業計画書のとおり

５　添付書類及び図面

　別紙添付書類等一覧のとおり

別紙　事業計画書
	１．事業者の概要

	　①設立年月日（法人に限る）　
  ②業務内容



	２．事業の概要

	（１）事業実施場所の概要

	

	（２）開発しようとする相互活用方法等の概要

	  ①開発しようとする相互活用方法等の概要
　②相互活用方法等の開発を行うための方法の概要
  ③当該相互活用方法等の開発を行うにあたって必要な実証施設等を整備する場合はその施設概要及び工程等（既存施設を利用する場合はその施設の概要）



	３．開発しようとする相互活用方法の新規性、モデル性

	（１）相互活用方法の新規性

	

	（２）開発しようとする相互活用方法をこれまでのものと比較した場合の優位性

	

	４．相互活用で対象とする廃棄物

	（１）種類

	

	（２）量（県内での発生量）

	

	（３）排出者及び排出者のニーズ

	

	５．相互活用で再資源化する再生品等

	（１）種類

	

	（２）量

	

	（３）受入者及び受入者のニーズ

	


	６．相互活用の必要性及び期待される事業効果

	（１）相互活用の必要性

	

	（２）相互活用により期待される効果

	

	７．相互活用事業の確実性

	（１）相互活用方法開発実施スケジュール

	

	（２）相互活用開発のための資金調達の確実性

	  ①事業経費の内訳
　②資金の調達方法及びその見込み


	（３）相互活用開発を行うための技術力を有することの証明

	

	（４）相互活用開発を実施するための技術者等の配置及び組織の確立

	

	８．担当窓口

	（１）担当部署及び担当者職氏名

	

	（２）連絡先（電話、ＦＡＸ及びE-mail）

	


別紙添付書類等一覧

１　相互活用方法の開発等を行う場所の所在地の位置図及び施設の図面
２　相互活用のために必要な実証施設等を整備する場合は、その施設の概要を示す図面及び工程等説明書
３　法人の場合は、定款又は寄付行為の写し及び登記簿謄本

個人事業者の場合は、住民票の写し
４　申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第１４条第５項第２号イからヘまでのいずれにも該当しない旨の申立書
５　業務経歴を記載した書類
様式第１-５号

岡山県資源循環推進事業（環境意識向上事業）承認申請書
平成　年　月　日
　岡山県知事　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
                                        住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　                         印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　
岡山県循環型社会形成推進条例第２９条第１項及び同条例施行規則第９条第１項第６号の規定により、岡山県資源循環推進事業（環境意識向上事業）の承認をうけたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　事業名

２　総事業費

　　　　　　　　　　円

３　補助金申請予定額

　　　　　　　　　　円

４　事業概要

　　別紙事業計画書のとおり

５　添付書類及び図面

　別紙添付書類等一覧のとおり

別紙　事業計画書
	１．事業者の概要

	　①設立年月日（法人に限る）　
  ②業務内容



	２．事業の概要

	（１）事業実施場所の概要

	

	（２）環境意識向上事業等の概要

	  ①事業の概要
　②事業がシステム開発等である場合は開発を行うための方法の概要
  ③事業の実施又はシステム開発等にあたって設備等を整備する場合はその設備概要



	３．事業の新規性、モデル性

	（１）事業の新規性、モデル性

	

	（２）事業をこれまでのものと比較した場合の優位性

	

	４．事業の対象者及びそのニーズ

	

	５．事業の必要性及び期待される事業効果

	（１）事業の必要性

	

	（２）事業により期待される効果

	


	６．事業の確実性

	（１）実施スケジュール

	

	（２）事業資金調達の確実性

	  ①事業経費の内訳
　②資金の調達方法及びその見込み


	（３）事業実施のノウハウを有することの証明

	

	（４）事業を実施するための技術者等の配置及び組織の確立

	

	７．担当窓口

	（１）担当部署及び担当者職氏名

	

	（２）連絡先（電話、ＦＡＸ及びE-mail）

	


別紙添付書類等一覧

１　環境意識向上を行う場所の所在地の位置図及び施設の図面
２　法人の場合は、定款又は寄付行為の写し及び登記簿謄本

個人事業者の場合は、住民票の写し
３　申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第１４条第５項第２号イからヘまでのいずれにも該当しない旨の申立書
４　業務経歴を記載した書類
様式第１－６－１号

岡山県資源循環推進事業（その他見学施設）承認申請書
平成　年　月　日
　岡山県知事　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
                                        住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　                         印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　
岡山県循環型社会形成推進条例第２９条第１項及び同条例施行規則第９条第１項第７号の規定により、岡山県資源循環推進事業（その他見学施設事業）の承認をうけたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　事業名

２　総事業費

　　　　　　　　　　円

３　補助金申請予定額

　　　　　　　　　　円

４　事業概要

　　別紙事業計画書のとおり

５　添付書類及び図面

　別紙添付書類等一覧のとおり

別紙　事業計画書
	１．事業者の概要

	　①設立年月日（法人に限る）　
  ②業務内容



	２．事業の概要

	（１）事業実施場所の概要

	

	（２）見学・研修施設の概要

	

	３．見学・研修施設の必要性及び期待される事業効果

	（１）見学・研修施設の必要性

	

	（２）見学・研修施設整備により期待される効果

	


	４．事業の確実性

	（１）実施スケジュール

	

	（２）事業資金調達の確実性

	  ①事業経費の内訳
　②資金の調達方法及びその見込み


	５．担当窓口

	（１）担当部署及び担当者職氏名

	

	（２）連絡先（電話、ＦＡＸ及びE-mail）

	


別紙添付書類等一覧

１　施設の所在地の位置図及び施設の図面
２　整備する見学・研修施設の構造等を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図
３　法人の場合は、定款又は寄付行為の写し及び登記簿謄本

個人事業者の場合は、住民票の写し
４　申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第１４条第５項第２号イからヘまでのいずれにも該当しない旨の申立書
５　業務経歴を記載した書類
様式第１－６－２号

岡山県資源循環推進事業（その他事業）承認申請書
平成　年　月　日
　岡山県知事　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
                                        住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　                         印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）　
岡山県循環型社会形成推進条例第２９条第１項及び同条例施行規則第９条第１項第７号の規定書類を添えて申請します。

１　事業名

２　総事業費

　　　　　　　　　　円

３　補助金申請予定額

　　　　　　　　　　円

４　事業概要

　　別紙事業計画書のとおり

５　添付書類及び図面

　別紙添付書類等一覧のとおり

別紙　事業計画書
	１．事業者の概要

	　①設立年月日（法人に限る）　
  ②業務内容



	２．事業の概要

	（１）事業実施場所の概要

	

	（２）事業の概要

	

	３．事業の必要性及び期待される事業効果

	（１）事業の必要性

	

	（２）事業により期待される効果

	


	４．事業の確実性

	（１）実施スケジュール

	

	（２）事業資金調達の確実性

	  ①事業経費の内訳
　②資金の調達方法及びその見込み


	５．担当窓口

	（１）担当部署及び担当者職氏名

	

	（２）連絡先（電話、ＦＡＸ及びE-mail）

	


別紙添付書類等一覧

１　事業を行う場所の位置図及び施設の図面
２　法人の場合は、定款又は寄付行為の写し及び登記簿謄本

個人事業者の場合は、住民票の写し
３　申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第１４条第５項第２号イからヘまでのいずれにも該当しない旨の申立書
４　業務経歴を記載した書類
